


UNDP概要
国連開発計画（UNDP）は国連システムのグローバルな
開発ネットワークとして、変革への啓蒙や啓発を行い、
人々がよりよい生活を築けるよう、各国が知識や経験や
資金にアクセスできるよう支援しています。私たちは、
166カ国で活動を行い、各国の人々と共に、グローバル
な課題や国内の課題に対し、それぞれの国に合った
解決策が見出せるよう取り組んでいます。

40年にわたる開発の経験

166カ国におけるプログラムの実施

135カ所に設置されている事務所

序文：信頼される開発パートナー

国連のグローバルな開発ネットワーク

能力を強化し、機会を生み出す

健全な民主社会をつくる
公平な成長を実現
紛争を予防し、長期復興を支援
貧しい人々のために、地球を守る
HIV／エイズの蔓延を食い止める
女性の地位を高め、社会を変革
開発パートナー間の橋渡し役として

ミレニアム開発目標（MDGs）の達成に向けた国家戦略の強化

国連改革を支える

UNDPの資金：増加するも、不安定で複雑な様相を見せる
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国
連開発計画（UNDP）は1966年の

発足以来、国連の開発活動の中心的存

在として、主力出版物『人間開発報告

書』の発行、地球公共財や民主的ガバナンスなど

の重大な課題への貢献、草の根レベルでの持続可

能な開発に向けた開発途上国の能力強化を支援

し、開発の考え方におけるリーダー的存在として

活動してきました。「知識やアイデアを途上国に

結び付け、開発課題への対応能力を高めるべく協

力する」この重要な結び付きこそが、UNDPの特

徴といえます。

ミレニアム開発目標（Millennium Develop-

ment Goals;MDGs）が採択されたことにより、

UNDPの活動はここ数年、大きく拡大しています。

UNDPはプロジェクト案件を発掘する段階から、

さまざまなパートナーと協力し、より効果的な

貧困対策とMDGsの達成に必要な政策・制度改革

を提唱しています。リベリアとハイチでの選挙

支援やコンゴ民主共和国の数十年におよぶ紛争後

の復興活動、そしてブラジルやインドネシアなど

の強い経済成長を遂げているが、大きな社会問題

を抱える国での市民行政サービスの提供支援

など、UNDPは非常に具体的な方法で途上国と

協力しながら、人間開発と持続可能な成長の支援

および促進に欠かせない組織能力の強化に努めて

います。

近年は、UNDPの活動に対する資金拠出も大幅

な伸びを見せています。資金の最大の部分は通常

資金（コア資金）以外のノン・コア資金の国別レベ

ルでの増加によるものであり、これはパートナー

がUNDPの役割と実績に信頼を寄せていることの

重要な証です。しかしその一方で、使途が指定さ

れているノン・コア資金に対して使途が指定され

ないコア資金の割合が低すぎるため、戦略的な政

策の策定や実施、一貫性、およびUNDPが抱える

課題と機会への対応に柔軟性が保てないという問

題に直面しています。必要以上の使途の指定（イ

アーマーク）から公共支出と予算プロセスを守る

ことは不可欠であるということは、国家財政論や

これまでの国際社会の経験からも明らかであり、

実際これは国際開発機関や専門家が途上国に対し

て常に強く注意を促していることでもあります。

したがって私は、資金基盤の一体性を強化するよ

うなUNDPの取り組みに、援助国が支持を寄せて

くれることを期待いたします。

このような制約下にあるにもかかわらず、

UNDPはこれからもMDGs達成に重要な貢献を

続け、他の国連機関とも密接に協力していきます。

協力するということは、アイデアや方法に関して

競争が不足しているという意味ではなく、私たち

の活動に相乗関係があることを意味します。この

関係から生まれる比較優位を生かし、各機関が

必要なときには資金を一緒に拠出し、途上国が開

発において主導権を握ることができるように協働

することができるのです。

2005年は、国際社会がMDGs達成への決意を

新たにするなど、開発アジェンダにとって重要な

年でした。来る2007年はMDGsの目標年度であ

る2015年の中間地点です。UNDPは2000年に

開始されたこの意欲的な開発パートナーシップ

を、適切な政策、強固な組織、資金の有効活用に

体現すべく努めていきます。こうしたすべての活

動は、私たちの強力な支援を必要とし、またそれを

受ける権利のある人々の生活に目に見える形で

貢献する、という目標にもとづいているのです。

ケマル・デルビシュ

国連開発計画（UNDP）総裁

2005年10月、UNDP総
裁としての初のアフリカ
訪問で、深刻な食糧危機
に見舞われたニジェール
を訪れるデルビシュ総
裁。総裁は人道援助の緊
急性に加え、このよう
に繰り返される危機を克
服するには長期的な開
発課題への対応が必要
であると力説しました。

信頼される開発パートナー
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国
連システムの中心で、そして世界

166カ国の現場で、UNDPは国際開

発における独自の役割を担っていま

す。UNDPは、国および地球規模の開発課題に

取り組む各国政府からパートナーとして選ばれ

ることも多いのですが、その理由は、UNDPが開

発に対してひとつの手法で応じるのではなく、そ

れぞれの国情に適した方法を各国政府が見いだせ

るよう支援することに全力を傾けているからで

す。また、ほぼすべての開発途上国で長期的な支

援活動を展開し、国内、地域および国際レベルで

大規模なネットワークを形成しているUNDPは、

本質的に公平な仲介者、まとめ役、推進者であり、

そのこともパートナーに選ばれる理由です。特に、

途上国が開発支援を受けられるよう、また世界各

地の民間セクターと戦略的な関係を築けるよう、

UNDPがその実現に中心的な役割を果たすことも

少なくありません。

UNDPには国連ファミリーのなかでも、開発に

携わる国連機関で構成される国連開発グループ

（UNDG）をまとめる役として、活動を調整すると

いう特別な責任もあります。国レベルにおいて、

このことはUNDP常駐代表（R e s i d e n t

R e p r e s e n t a t i v e）が国連の常駐調整官

（Resident Coordinator）も兼務することを意味

します。常駐調整官の任務は、各国で活動する国連

開発システムのさまざまな機能の一貫性を高める

ことです。国連諸機関や専門機関が本質的に有す

る自立性を考えると、これは国連諸機関が大規模

で複雑に入り組みながら展開している国では特に

困難な作業となります。2005年10月初めに南

アジアを襲った大地震の後や津波被災国での復興

活動計画の策定、そして鳥インフルエンザ流行へ

の対応の際には、この困難な作業の重要性が如実

に認識されました。現在、UNDPは国連合同事務

所の創設に、先頭に立って取り組んでいます。そ

の目的は、常駐調整官の役割強化、国レベルでの

国連諸機関の活動全体における一貫性の向上、そ

して広範な国連システムにおける知的ネットワー

クの推進にあります。こうした課題はすべて、

UNDP総裁が職務のひとつとして委員を務める、

「国連システムの一貫性に関するハイレベル・パネ

ル」が対応しています。

国連システムのなかで、パートナーである途上

国政府のために仲介・調整機能を果たしながら

協力すること、これがMDGs、人間開発、女性の

地位向上、そして民間セクターと市民社会の枢要

な役割といった重要な開発課題において、UNDP

が主張しているポイントです。UNDPは世界・地

域・国別の『人間開発報告書』などを通じて、そ

れぞれのレベルでの公平で持続的な成長の実現を

訴えています。

UNDPは国連開発システム最大の援助実施機関

として、途上国パートナーの能力強化にも重点的

に取り組んでいます。開発にはハード面（経済成

長・発展に欠かせない港、道路、灌漑システム、

生産設備）と、ソフト面（UNDPやほかのドナー

が資金協力し支援する公務員の訓練、有効な選挙

プロセスと議会、適切な環境・エネルギー政策

などの国の能力）が必要です。UNDPは、途上国
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国連のグローバルな開発ネットワーク

「UNDPは、各国のミレニアム開発目標の達成
支援に向けて国連がひとつのチームとなること
をめざす改革の推進役です」

オランダ開発協力大臣アグネス・ファン・アルデンネ＝ファン・デル・フーフェン



自らが開発を主導すべきであると理解しており、

このために、国の能力強化を任務の中心に据えて

います。この考え方は私たち全活動の根底に流れ

ています。

国の能力強化に対するUNDPの強い意欲は、

民主的ガバナンス、貧困削減、危機予防と復興、

エネルギーと環境、HIV／エイズといった、互い

に密接に関連する開発活動に形となって現れて

います。なかでも最も力を入れているのが民主的

ガバナンスで、2005年には活動全体の47％を

占めました。それに続くのが、貧困削減（25％）、

危機予防と復興（12％）です。こうした活動はそ

れ自体が目的というよりも、UNDPが手がける能

力強化活動の手段といえます。もちろん課題は相

互に関係しているため、こうしたUNDPの支援は、

途上国で開発分野全般に見られる能力の制約を

克服することにもつながります。これがひいては

政府開発援助（ODA）のより有効な活用につな

がり、更にはMDGs達成に向けた動きを加速させ

るのです。

仲介者、調整者、支持者などさまざまな役割を

もつ人々をひとつにまとめること、そして途上国

の制度と能力の強化をめざす現場での取り組み、

これらがUNDPを途上国にとっての有能なパー

トナーにしているのです。例えば、貿易分野で

UNDPは開発に配慮した自由な多国間貿易システ

ムの構築に向けて国際的に活動しています。その

際、国レベルでは、途上国パートナーが制度上の

障害を克服し、貿易協定の交渉能力を身に付けら

れるよう支援しています。もうひとつの取り組

みの例に、MDGsに関する活動があります。

UNDPはミレニアム・プロジェクトやミレニ

アム・キャンペーンへの支援を通じて、また世

界・地域・国別の多くのMDGs報告書の作成を通じ

て、MDGsの達成を率先して訴えてきました。

私たちは途上国がMDGsを国の開発戦略に組み

込めるよう支援し、また、目標達成の要件に合った

政策立案と予算編成が

できるように能力強化

も支援しています。次

ページからは、世界にお

ける多面的な開発課題の

解決のためにUNDPが

国連システムの中心で、

途上国の信頼できるパー

トナーとして実施して

いる支援活動の具体例を

ご紹介します。
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国連ボランティア計画
（UNV）のメキシコ人ス
タッフ、アレハンドロ・
フィリオンは、ハイチで
の2006年2月の選挙を控
え、有権者登録に関する
パンフレットを配り、農
村地域の有権者が選挙人
名簿に登録されるよう活
動しました。
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U
NDPは途上国パートナーが自らの手で

効果的に開発を実現できるよう、能力

強化活動に取り組んでいます。具体的

には、人々に権利を与え、進路を決めることがで

きるよう手段を与え、社会の変革を支える全体的

な制度枠組みを構築するために活動しています。

また途上国の地域的・世界的な課題への対応能力

にも注目し、例えば鳥インフルエンザなどの脅威

に対応することや、開発に即した世界貿易体制

の恩恵をより多く受けることができるように

します。

UNDPは、民主的ガバナンス、貧困削減、危機

予防と復興、エネルギーと環境、HIV／エイズと

いった、相互に深く関わる各種の開発課題を通

じて、国家の能力強化を支援しています。私たち

の支援活動の多くはモデル事業であり、その能力

強化の方法は幅広い地域で適用することが可能で

す。そして活動の土台には、世界に広がるUNDP

の開発ネットワークがあります。ネットワークを通

じて、例えばブラジルでの経験をモザンビー

クやバングラデシュに応用することが可能です。

能力を強化し、機会を生み出す

能力への投資
UNDP活動分野別支出（2005年）
（単位：百万米ドル）

25%
$744

47%  
$1,395

5%  
$161

11%  
$326

12%  
$374

出典：UNDP管理局

貧困削減

民主的ガバナンス

HIV／エイズ

エネルギーと環境

危機予防と復興
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冷戦の終結以降、国際社会はかつてない規模で

民主的自由が拡大するのを目の当たりにしてきま

した。『人間開発報告書2002』にもあるように、

1990年代には81カ国ほどが民主的社会の実現

に向け大きな進展を遂げました。今日では140カ

国で複数政党による選挙が行われています。しか

しこうした進展にもかかわらず、多くの国では民

主主義の定着が遅々として進んでいません。選挙

が行われた国々のうち、100カ国以上ではいまだ

市民の自由、政治の自由という重要な権利が制限

されているのです。

民主主義の力が生活を変えるという確信も、世

界の各地で失われつつあります。「民主主義の配

当」は、選挙権は得たものの自分や家族の生活で

精一杯の人々にとっては、実感しにくいものとな

っているようです。UNDPが2004年に発表した

報告書『ラテンアメリカにおける民主主義』でも、

ラテンアメリカ諸国の国民の半数以上（54.7％）

が、もし経済的な問題を「解決」できるのであれ

ば、民主政権よりも「独裁」政権を選ぶと答えて

います。多くの国では政治プロセスや政治制度の

不透明さに対する不信感の高まりによっても民主

主義に対する失望感が急速に広がっています。

この流れを変えることは非常に重要な課題

です。人間のエンパワーメントに不可欠な人間開

発の進展は、健全な民主主義にかかっているから

です。民主的ガバナンスは紛争の平和的解決にも

つながります。そして平和の推進は、言うまでも

なく国連の使命の中核です。

この6年間にわたり、UNDPは国連の政治部局

と協力して途上国の健全な民主社会実現のための

能力強化を支援してきました。そして途上国パー

トナーとともに、選挙・立法制度の改善や司法・

行政へのアクセスの向上に取り組み、最も必要と

している人々へ基本サービスを提供するための能

力強化を図っています。2005年には、14億米

ドルの資金を投じて130カ国以上で民主的ガバナ

ンスの促進を支援しました。UNDPは途上国の

うち、三分の一の国々において議会を支援して

おり、また2週間ごとに世界で実施されている

選挙を支えています。

リベリアでは2005年11月に大統領選挙が実

施され、アフリカ初の女性大統領となるエレン・

ジョンソン=サーリーフ氏が選出されましたが、

UNDPはその選挙準備を現地で支援しました。

14年にわたる激しい内戦から復興したばかりの

国にとって、選挙の実施は大きな挑戦でした。

UNDPはリベリアの国連ミッション、米国国際開

発庁（USAID）、国際選挙システム財団（IFES）

と手を組み、22の市民社会団体、915人を超える

人々に、それぞれの地元で有権者教育を行うため

の研修を実施しました。彼らはワークショップ

の進め方のほか、女性と特定グループ（身体障害

者、国内避難民、元戦闘員、帰国難民など）を対象

とする啓発活動の実施方法を学びました。欧州委

員会（EU）からは、選挙人名簿の電子化のための

費用50万米ドルを含む360万米ドルの資金が提

供され、国家選挙管理委員会が選挙規則を施行し、

透明性の高い民主的な選挙に必要な体制と手続き

を整備するための能力強化に利用されました。

選挙は民主的文化を強く根付かせるプロセスの

一段階です。立法府の役割も重要であり、現在

UNDPでは途上国の議会の強化と、万人が参加

できる公平な民主制度の実現に向けて支援を行っ

ています。またUNDPの「議会強化に関するグ

ローバル・プログラム（Global Programme on

Parliamentary Strengthening）」を通じて、

アラブ諸国の議会がその役割を有効に果たせる

よう、能力の強化、人材の開発、独立性の確保に

努めています。例えばアルジェリアでは、両院の

議員と議会スタッフを対象とした、法律の起草・

健全な民主社会をつくる

歴史に残る出来事：2005
年11月、エレン・ジョン
ソン=サーリーフ氏がリ
ベリア大統領選挙に勝
利。2006年1月16日に就
任式が行われ、アフリ
カ初の女性国家元首と
なりました。



制定や調査の実施、新法の合憲性の確保につい

ての研修を支援しています。議員やスタッフが重

要な技能を身に付けることは、議会の実効性を高

め、有権者のニーズや関心に応えることにつな

がります。

健全で安定した民主社会を築くには、国が若者

に民主プロセスへの参加機会を与えることが重要

です。UNDPは、ニカラグアで「政治ユース・

フォーラム（Political Youth Forum）」の設立に

携わりました。フォーラムは若い党員に対し、政党

指導者や国民に自分の考えとビジョンを示すよう

奨励することを目的としています。UNDPは

スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）、英国国際

開発省（DFID）、オランダ外務省などの数多くの

地域・国際パートナーと協力し、若手国会議員が

政治的技能を身に付け、公の議論で影響力を高め

られるよう、能力強化を支援しています。

新興民主主義国の多くの市民にとって、選挙で

の投票はまったく新しい経験です。UNDPは、

キルギスでの2005年7月の大統領選挙に先立ち、

同国の選挙管理委員会とともに大規模な有権者教

育キャンペーンを立ち上げました。まず8ページ

にわたる選挙広報紙を作成し、6名の候補者とそ

れぞれの選挙方針を紹介しました。広報紙は100

万を優に上回る部数が印刷され、国内46の選挙

区に配布されました。これほどの規模の印刷物が

作成されたのは同国始まって以来のことでした。

投票を呼びかける選挙放送も30以上の全国・

2005年7月のキルギスでの
選挙に向け、UNDPは最
奥の地に住む人々にも選
挙の情報が行き渡るよう、
選挙広報紙の作成を支援
しました。
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UNDP傘下にある国連ボランティア計画

（UNV）による活動は、人間開発の促進とMDGs

の達成に向けて著しく大きな力となっています。

戦争や自然災害で崩壊した地域社会の復興支援か

らHIV／エイズとの闘い、新たな雇用の創出まで、

国連ボランティアは国家の能力強化に特に貢献し

ています。

2005年は、国政選挙の実施において重要な役

割を果たしました。2006年2月ハイチで行われ

た選挙準備にあたっては、国内10カ所の拠点に

配置されたボランティアが約350万人の有権者登

録を支援しました。暴力や暴動が起きる困難な

環境のなかで、彼らはハイチ暫定選挙管理委員会

と緊密に協力しながら、集計センターを設置し、

選挙資料を作成しました。

UNVは拡大する活動を通じ、援助を受けとる

だけとみなされがちな人々が力を身に付け、地域

社会の発展に貢献できるよう支援しています。

例えばエチオピアでは、地域社会独自の開発計画

とその実施を支援するとともに、MDGsの進捗

状況のモニタリング強化にも努めています。

UNDPと政府との協力のもと、地方政府が公共

サービスを提供し、インフラを整備することがで

きるよう、100人を超すエチオピア人の国連ボラ

ンティアがその能力強化に取り組みました。ボラ

ンティアたちは主要な経済・社会データを提供す

る電子政府プラットフォーム、200もの高校を結

び双方向コミュニケーションと学習を推進する

ウェブネットワークの構築など、情報アクセスを

容易にするためのシステム設計も行いました。

2005年は、168カ国から集まった8,100人

を超す男女が国連ボランティアとして144カ国で

活動しました。ボランティアの大半は開発途上国

の出身で、4割近くが母国での活動に従事していま

す。まさに南南協力の成功を物語る例といえます。

国連ボランティア計画（UNV）：貧困との闘いに欠かせない存在



地方の放送局から流れ、これまでにない規模での

キャンペーンの拡大に一役買いました。UNDPは

このほかにも選挙管理委員会の自主性を高める

手助けをし、新しいメディアセンターや有権者リ

ストの作成と結果の送信に利用できる国内コン

ピュータネットワーク網の構築などのインフラ支

援を行いました。キルギスでの経験は、健全で活

気ある民主的文化を醸成するうえで、情報のアク

セスが非常に重要な役割を果たすことを浮き彫り

にしました。これは成功モデルの一例であり、他

の新興民主国でも採用することが可能です。

UNDPは、国家組織の近代化に関する技術的な

アドバイスでも主要な役割を担っています。実績

にもとづく管理・運営を通じてプロフェッショナ

ルな公務員の育成を支援していますが、これは

女性や少数民族に均等な機会を与えることにも

つながります。UNDPは汚職防止に関する法律や

行動規範を制定する能力の強化も支援し、特に、

社会的に弱い立場にある市民に公共サービスを

提供するための研修を公務員に行っています。国

際社会における支援パートナーは、アフリカ全土

7

で汚職の取り締まりや、政府の市民サービス提供

能力を強化する取り組みを継続的に支えていま

す。その一例が「アフリカ開発のための新パー

トナーシップ（NEPAD）」のもとで実施される

「アフリカン・ピア・レビュー・メカニズム（アフ

リカにおける相互審査システム;APRM）」です。

APRMは、アフリカ諸国政府がガバナンスの基準

と成果を高めることができるよう互いに評価しあ

うもので、これまでに27カ国ほどが審査の実施

に同意し、今後も参加国の増加が期待されていま

す。UNDPはこの取り組みの主要パートナーと

して、アルジェリア、ガーナ、ケニア、モーリシャ

ス、ナイジェリア、ルワンダでの相互審査のため

の手法開発を支援してきたほか、APRM信託基

金の運営も行い、自らも270万米ドルを拠出し

ています。さらに、各国の民主的ガバナンス、

MDGs達成に向けた予算編成の強化と通信システ

ムの整備のための能力構築を目的とした350万米

ドル規模のプロジェクトを通じて、NEPADを支

援しています。

法的枠組みの 
構 築 

 
戦略的計画立案  研修・教育 有権者登録 選挙キャンペーン 投票日 選挙結果の検証 

選挙実施までのステップ 

各
段
階
に
お
け
る
課
題
 

憲法上の問題への
対応 
 

選挙システムの 
改革 
 

言論と集会の 
自由は保障されて

いるか 

所要期間の正確な
判断 
 

現実的な予算設定 
 

人員の募集 

大量スタッフへの
短期間での研修 

 
全有権者への 
呼びかけ 

 
有権者の無関心と
低識字率への対応 

適切で適正な価格
の技術の採用 

 
選挙人名簿の検証

と完成 
 

偶発的な選挙権 
はく奪の防止 

偏向した報道への
対応 
 

公的助成規則の 
適用 
 

紛争の可能性の 
最小化 

全有権者への接触 
 

適切で維持可能な
技術の確保 

 
不正投票や 

不正行為の防止 
 

手続きの尊重 

不正行為や 
不正操作のない 
集計作業 

 
公平な苦情・不服
申し立て制度の設立 

 
選挙後の移行と 

改革 

選挙プロセス：正確な投票に向けて
UNDPは選挙に必要な知識、基盤設備、後方支援の提供に協力しています。

「民主主義はひとつの国、ひとつの地域だけのもの
ではありません。普遍的な権利なのです」

国連事務総長報告書『より大きな自由を求めて：すべての人のための開発、安全保障

および人権』

出典：UNDP開発政策局



8

私たちは極端な世界に住んでいます。世界の総

人口の4割は最貧困層（一日2米ドル未満で暮らす

25億の人々）に属し、これは世界の総所得の5％

に相当しています。それに対して最富裕層の割合

は総人口の1割で、世界の総所得の54％に相当

しています。これまで、貧困撲滅の目標が実現の

射程内に入ることはありませんでした。しかし、

もはや技術や資源、ロジスティクスの面で、その

達成を妨げる障害はありません。にもかかわらず、

8億人以上が飢えや栄養失調に苦しみ、11億人が

安全な飲料水を口にすることができず、1時間に

1,200人の子どもが予防可能な病気で命を落とし

ています。世界経済が成長し、医療や技術がめ

ざましい発展を遂げたにもかかわらず、途上国

の多くの人々はグローバル化がもたらす恩恵を受

けられずにいるのです。

UNDPは、途上国政府と協力して貧困層のニー

ズに応えるための政策と取り組みを策定し、実施

しています。また貧困削減に資する経済成長

（pro-poor economic growth）の基礎を築き、

持続的な貧困削減につながる技能、知識、資源を

強化する取り組みを支えています。

貿易は経済成長の最も有効な原動力のひとつに

なりうるものです。ところが、貧困国における生

産者の多くは依然として国際市場から締め出され

ています。先進国で手厚い保護を受けている製品

と競争できないこと、あるいは、世界経済に参加

するために必要な基礎インフラとノウハウが不足

していることがその原因です。富裕国の市場を貧

困国に開放することによって、何百万もの人々が

貧困から脱出できるのです。しかし市場アクセス

は不十分であり、途上国の貿易能力向上に向けた

支援策の強化が必要です。

UNDPは、後発開発途上国（LDCs）向けの

「貿易関連技術支援のための統合的枠組み

（Integrated Framework for Trade -Related

Technical Assistance to Ieast developed

countries）」を通じ、途上国がより効果的に多国

間貿易システムに参加できるよう支援していま

す。このほかにも国連貿易開発会議（UNCTAD）、

世界貿易機関（WTO）、世界銀行などの国際パー

トナーと協力して、インフラの不整備、制度上の

障害、煩雑な規則など、LDCsが直面している課

題克服を支援するとともに、人間開発に配慮した

貿易協定の交渉・実施のための能力強化を支援し

ています。政府に対しては、貧困削減に資する貿

易政策（pro-poor trade policies）を国の開発戦

略に盛り込むよう支援しています。

例えば2005年には、UNDPはアゼルバイジャ

ン輸出投資振興財団と協力して、同国の輸出促進

能力の強化に努めました。この協力関係のもとで、

UNDPは非石油部門の発展をめざす政府の輸出戦

略の策定と、地元の有望な輸出業者に助言を行う

輸出情報センター（Export Information Centre）

の設立を支援しました。イエメンでは、政府によ

る果物と水産物の輸出促進策を支援しています。

100万米ドル規模のこのプロジェクトでは、果

物・野菜の生産農家に対して適切な農薬の使用

法、梱包や輸送などの技術的な助言を行い、水産

物分野では、品質管理手順の作成と漁業者研修の

実施を通じ、競争力向上をめざしています。

貧困は、現地での起業や事業活動の支援によっ

て大幅に削減することができます。トルコで最も

貧しい地域のひとつである南東アナトリアで、

UNDPは地域開発庁（Regional Development

Administration）と協力して中小企業（SMEs）

の競争力向上に努めたほか、アデゥヤマン、

ディヤルバクル、マルディン、シャンルウル

ファの4都市に事業開発センター（Business

Development Centres）を開設し、SMEsの

公平な成長を実現
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世界の輸出と人口に占める割合（2004年）

出典：世界貿易機関、世界銀行、国連統計部



経営・運営・管理能力の向上を支援しました。ま

た、技能や知識、ネットワーク不足のためにアイ

デアを実現しにくい新進の起業家らに助言や研修

を行いました。経済格差の縮小をめざした南東

アナトリアの取り組みは若者も対象となってい

ます。UNDPでは、同地域出身の若者に国内

企業実習の機会を提供する全国実務研修プログ

ラム（National Apprenticeship Programme）

の立ち上げ支援を行いました。ここで得た会計、

販売、マーケティングの実務体験は、南東アナト

リアで大いに必要とされている技能や知識をもた

らすことでしょう。さらに、この取り組みのさま

ざまな要素は、トルコやその他の地域における地

域行政のモデルともなりえます。

モルドバでは、UNDPは「ローカル・アジェンダ

21」イニシアティブを通じて、地域社会に経済

力を付ける取り組みを支援しています。この取り

組みは地域レベルでの意思決定に市民を参加さ

せ、官民セクター間の協力を推進することで、持

続可能な開発の原則を地方政府の政策に組み込む

ことを目的としています。UNDPは、かつての

工業地帯であったウンゲニに経済自由地域を設置

する支援をしました。現在、この経済自由地域は

数カ国から33の企業を受け入れているほか、

フィリピンをはじめと
する多くのアジア諸国
では貧困率が着実に減少
しています。しかし都市
部の貧困率の上昇は、成
果の一部を脅かしかねな
い状況になっています。

9

開発途上国では、大半の女性は正規雇用ではな

く、先進国では、女性は男性に比べ、パートタイ

ムや自営が重要な収入源となっている。そのうえ、

一般的に女性は男性よりも収入、質の高い職に就

く機会、より適切で安全な生計手段を得るために

有効な教育の機会が少ないーこれらは国連女性

開発基金（UNIFEM）の報告書『世界の女性の発

展状況 2005：女性、仕事、貧困（Progress of

the World's Women 2005: Women, Work

and Poverty）』の内容の一部です。本報告書で

は女性の経済的安定にもっと関心を向け、政府の

保護が及ばないインフォーマル経済で働く女性を

守る適切な法的・社会的制度を実現し、政策に

よって彼女らの仕事が重視され、支援されるよう、

一層の対策を取る必要があるとしています。

UNDPの傘下にあるUNIFEMは15の小地域事

務所と2つの国事務所のネットワークを通じて、

女性の地位向上とジェンダー平等を推進してい

ます。2005年も引き続き女性の経済的安定の向

上に取り組みました。アラブやアジア諸国の移民

女性労働者を支援する活動を通じて、例えばヨル

ダン労働省では、現在、さまざまな内規の評価、女

性移民労働者への暴力に関する調査、職業紹介所

の監督、内務省や警察当局との連携強化に取り

組んでいます。インドネシアのブリタール県議会

では、移民労働者の保護に関する法案が通過しよ

うとしています。同様に、ネパールでも外国人雇

用法案（Foreign Employment Bill）が起草され

ました。

UNIFEMでは、男女双方に資する公共財政の配

分法について検討するため、予算の分析を進めて

います。2005年にはこの取り組みが明るい成果

をもたらしました。モロッコでは、2006年度予

算で初めてジェンダー平等に関する優先課題の取

り組みについて、特別文書が盛り込まれたのです。

インドのカルナタカ州では、選挙で選ばれた地域

の女性指導者が、ジェンダーに配慮した予算編成

に関する研修を利用して運動を行った結果、マイ

ソール市では女性住民向け健康保険制度を復活

させるための予算が倍増しました。

国連女性開発基金（UNIFEM）：女性の経済的安定を促進する



早くかつ効率よく果実やハーブを乾燥させること

ができるようになりました。環境に配慮した取り

組みであるGEFを通じて、ガザ地区の女性たちは

事業も拡大することができ、製品を地元の市場で

販売できるようにもなっています。これは、環境

を守りながら貧しい人々の生活向上に貢献する

GEFプロジェクトのほんの一例です。

10

地域での起業を支援し、プラスチック容器、高

級家具、フルーツ・野菜ジュースの製造企業など

が創業しています。ウンゲニ商業地域は1,580万

米ドル相当の投資を生み出しているだけでなく、

1,250の雇用を創出し、この地域からの輸出量

増加に貢献しています。

小規模のプロジェクトでも大きな成果をもたら

すことがあります。ガザ地区では、UNDPは女性

の果実生産者が生産量を上げるために、小額の助

成金を受けられるよう支援しました。従来、果実

やハーブは天日干ししていましたが、この方法は

製品の質や鮮度を左右する可能性があります。

UNDP、国連環境計画（UNEP）および世界銀行

が共同実施している地球環境ファシリティ（GEF）

から助成金を得たガザ地区の女性生産者たちは、

ソーラー式乾燥機を手に入れ、これまでよりも

このパレスチナの女性た
ちは、小額の融資を活用
して、食品事業の活性化
と収益性の向上に取り組
んでいます。

「大規模な貧困とおぞましいほどの不平等は、
私たちの時代に下された恐ろしい天罰であり、
奴隷制度とアパルトヘイトと同様に、社会の悪
として位置付けなければなりません。」

南アフリカ前大統領ネルソン・マンデラ



武力紛争と自然災害は、一国の人間開発への

歩みに壊滅的な影響を与える恐れがあり、その人

的損失は甚大です。1990年代には武力衝突で

360万人が命を失い、2005年に世界各地で起き

た自然災害は9万1,900人の命を奪いました。

また、その国の開発と成長の見通しへ与える影響

も計り知れません。一旦内戦が起きれば、何十年

にもわたって進展してきた開発が一瞬にして失わ

れてしまう恐れがあります。ハリケーンや地震

も、わずか1時間のうちに町全体を破壊し、貧困や

不平等を深く根付かせることになりかねません。

『人間開発報告書2005』にあるように、人間

開発指数（Human Developnent Index;HDI）の

底辺にランクされた32カ国のうち、22カ国は

1990年以降のある時点で紛争を経験していま

す。また、子どもの死亡率が停滞あるいは悪化の

方向に進んでいる52カ国のうち、30カ国も、や

はり1990年以降に紛争を経験しています。貧困

と紛争の悪循環を断ち切ることができなければ、

地域にも世界にも深刻な影響がおよびます。最近

の例でも明らかなように、内戦の壊滅的な影響は、

しばしば国境を越え、世界中の人々の生活に波及

していきます。

紛争予防と持続可能な平和の達成のために国の

能力を強化することは、UNDPの最優先課題のひ

とつです。ほぼすべての途上国で長期的な活動を

展開しているUNDPは、紛争前、紛争中、そして

紛争後と、いつの段階でも現場で活動しています。

特にUNDP危機予防復興支援局（BCPR）を通じ

て、政府や市民社会団体および他の当事者などの

能力を強化し、紛争を前向きに解決できるよう重

要な支援を行っています。これまでに引き続き、

2005年もUNDPは紛争終結国より平和構築、兵

士の社会復帰、経済の活性化、法の支配の再確立

に向けた初期の復興活動を支えるための、支援を

求められました。このほかにも、経済と政治のガ

バナンスを高めることなどにより、持続的な平和

に向けた長期的な国の能力強化に努めています。

UNDPの活動は、ますます予防にその重点を置

くようになっています。私たちは、不平等、不公平、

差別などの紛争の根本原因を解決できるよう国を

支援するとともに、紛争が本格化する前に緊張状

態を緩和できるよう、国の組織や制度の強化にも

努めています。また、公正な社会の土台を築き、元

兵士へ雇用の機会を与えることで、紛争から抜け

出たばかりの国が再び内戦状態に戻ることのな

いよう、支援を行っています。

数十年にもわたる紛争から復興したソマリラン

ドでは、UNDPの画期的な取り組みである「法の

支配と安全保障プログラム（Rule of Law and

Security Programme;ROLS）」が始まり、大き

な改革への道筋が示されています。同プログラ

ムは、武装解除、動員解除、地雷除去を支援する

一方で、法律の専門家を育成し、女性や子どもな

どの社会的弱者に無償で法律扶助を行うことで、

より信頼できるガバナンスを築く手助けをしてい

ます。もうひとつの成果に「マンデラ警察学校」の

設立があります。これは、人権保護の基準をよく

認識した地域の警察隊を結成しようとする行政の

取り組みの要となるものです。ROLSの職員の給

与は政府が負担していますが、ROLSは警察学校

の訓練プログラムをサポートしているほか、維持

運営費用を援助しています。このプログラムの成

功は、将来、法と治安分野の危機予防・復興プログ

ラムを策定するうえで、貴重な教訓を与えるもの

です。ソマリランドをモデルとして、UNDPは
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紛争を予防し、長期復興を支援

戦争が起きると、子どもたちの死の危険が高まる
2002年、コンゴ民主共和国では東部州での紛争激化とともにインフラが破壊され、
公共サービスも停止し、乳幼児死亡率がサハラ以南アフリカ諸国の平均の2倍近くまで
上昇しました。
（単位：出生者1,000人あたりの死亡数）

............................................................................................................

....................................................................................................................

..................................................................................................................................................................................................................
サハラ以南アフリカ
平均：108 

西コンゴ：116 東コンゴ：210

出典：『人間開発報告書2004』、国際救援委員会（IRC）、『コンゴ民主共和国死亡率調査2004』

. サハラ以南アフリカでの乳幼児死亡数. コンゴ民主共和国での乳幼児死亡数
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ソマリア北東部のプントランドの警察官の訓練も

行っています。2006年4月には、新設の「アルモ

警察学校」で法の執行、人権保護の国際基準、地域

警備および武装解除について、19人の女性を含む

151人の警察官が厳しい訓練を受け、同校を卒業

しました。

自然災害は、世界各地で人間開発の前途を脅か

しています。今日、自然災害に見舞われやすい

人々の85％が人間開発の中低位国に住んでいま

す。UNDPは、2005年10月8日に南アジアを

襲った地震の際に見られるように、援助国の支援

調整などの被災国支援を行っています。自然災害

対応の主な課題のひとつは、将来のリスク軽減を

含めた形で、被災地域を可能な限り早急に発展軌

道に戻すことです。UNDPは早期の復旧段階を長

期的な開発へ移行させるうえで理想的な立場にあ

ります。パキスタンでは、地震から1カ月後に国連

システム、市民社会団体、パキスタン政府と協力

して、「早期復興のための戦略枠組み（Strategic

Framework for Early Recovery）」策定の陣頭指

揮を執りました。国連のパキスタン早期復興計画

（Early Recovery Plan for Pakistan）は2006

年5月に開始され、その結果、教育、医療、水と衛

生、住居、避難所とキャンプの運営、災害リスク

小型武器の存在は、紛争から抜け出しつつある

国にとって脅威であるだけでなく、危機が収まっ

た後も長年にわたって市民生活に暗い影を落とし

続けます。マケドニア旧ユーゴスラビア共和国で

は、2001年の紛争終結後、4年経過した現在で

も武器による犯罪、経済の低迷、アルバニア系住

民とマケドニア系住民間の民族緊張に苦しめられ

ています。同国内にはおよそ17万の不法小型武

器があると考えられます。UNDPでは不法小型武

器の供給削減、治安の改善、国民和解をめざし、

中央・地方政府を支援しています。UNDPが支援

した意識改革キャンペーンなどが功を奏し、これ

までに1万3,000の武器が当局によって回収さ

れ、破壊されました。マケドニアの各市内では治

安も大幅に改善されています。ティアスとブラト

ニカでは、このキャンペーンが開始されて以来、

殺人事件が発生しなくなり、2005年には武器が

絡んだ事件も起きませんでした。政府は武装解除

を促進すべく新たな武器法を導入したほか、国の

行動戦略も採択しました。

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国：小型武器に立ち向かう

国内の治安と人間開発の
促進の総合的な取り組み
の一環として、UNDPはモ
ザンビークのマプト警察
学校で若手警察官に研修
を行っています。



軽減などの優先分野におけるプログラムが整備

されました。ネパールでは、被災地域の住民が

将来安心して暮らせるよう、国立地震技術協会と

協力して、耐震建築に対する意識向上と、地域

社会と国の建築能力の強化に努めました。

津波の被害を受けたインドネシアのアチェ州

では、建設業界の需要増に対応できるよう、国際

労働機関（ILO）とともに労働者の訓練を支援しま

した。アチェとニアス島での建設に関係した支出

は1年で5,000万米ドルから20億米ドル近くに

まで跳ね上がり、地元の労働者に新たな機会をも

たらしました。UNDPは雇用サービスネットワー

クの設立を支援し、職業・技術訓練を実施してい

ます。これまでに4万人以上の求職者がネット

ワークに参加し、7,000人以上が就職することが

できました。またオーストラリアの難民支援機関、

オーストケアとの協力

で、レンガの生産増加と

建築資材の質の向上の

ために、操作の簡便な

レンガ製造機を導入して

います。

2004年の津波以後

のスリランカでは、長期

開発を支援する取り組み

として、行政、地方政府、

市民社会団体、民間セク

ターの能力強化に重点を

置いてきました。ドイツ、

ノルウェー両政府から

460万米ドルの資金供

与を受けて、UNDPは

地方政府の復旧・復興に

向けたインフラとサービスの調達力を強化すべ

く、能力向上活動を開始しました。特に、プログ

ラム調整を行う人や選抜された政府職員に対して

は、復興サービスの計画、管理、提供のための技

能強化を目的とした専門教育を行っています。

パキスタンの地震被災
地域で、UNDPは市民
が短期の復旧段階から
長期の開発計画へと迅速
に移行できるよう支援
しています。
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環境問題の多くは国際協力によってのみ対応が

可能です。気候変動、持続可能なエネルギー源へ

のアクセス、河川・湖・海岸をさまざまな汚染か

ら守る必要性、これらの課題はすべて多国間の取

り組みが求められる課題です。

UNDPは、各国の環境保護および資源の効率的

な管理をめざす取り組みを支え、共通の環境問題

を抱える国家間の協力を推進しています。UNDP

の主な目標のひとつは、貧しい人々のニーズに応

える環境・エネルギー政策を途上国が策定できる

よう支援することです。天然資源の不適切かつ不

平等な管理は、途上国の地域社会の変革にとって

大きな障害となります。天然資源が枯渇した場合、

そして汚染が国民の健康や暮らしを脅かすことに

なった場合、最も影響を受けやすいのは社会的に

弱い立場の人々です。貧困層の家庭はさまざまな

天然資源に頼って生活していることが多く、その

ため不衛生な水、屋内大気汚染、有毒化学物質な

どによる健康被害に最もさらされやすいのです。

水は天然資源のなかでも人間開発に極めて重要

な役割を果たします。今日、10億人以上が安全な

水を手にすることができず、24億人が基本的な

衛生設備を利用することができません。ますます

貴重な資源となっている水の使用と乱用はこの

数十年で劇的に高まっており、それによる水不足、

水質悪化および水界生態系の破壊が人間開発や政

治的安定を脅かすまでになっています。水資源が

乏しくなるにつれ、河川や湖を共有する国家間に

新たな緊張状態が生じる恐れもあります。紛争の

リスクを協力の機会に変えるために、UNDPでは

水資源を共有する国家間の対話と合意形成のため

のプラットフォーム「越境流域イニシアティブ

（Transboundary River Basin Initiative）」を設

立しました。このイニシアティブを通じて、

UNDPはメコン河委員会、ナイル川流域イニシア

ティブ、ニジェール川流域局（Niger Basin

Authority）などの地域内および国内組織と連携

して、共有水資源の管理で合意をめざす36カ国

を支援しています。この成功を土台に、UNDPで

は共有水資源に関するイニシアティブを中央アジ

ア地域にまで拡大しています。ここでは他の国連

機関と協力し、関係国政府が地域の共有水資源の

管理で連携できるようにするためのプロセスを主

導しています。

適切で公平な天然資源の管理は、持続的な貧困

削減とMDGsの達成に欠かせません。環境に対す

る貧しい人々の懸念がないがしろにされないため

に、最も有効な方法のひとつは、こうした懸念を

14

貧しい人々のために、地球を守る
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36  420  54  212  269 80  932  125 910 407 

安全な飲料水を利用できない人口 衛生設備を利用できない人口 

安全な飲料水、衛生設備を利用できない人口の割合（地域別）

出典：『人間開発報告書』（2004、2005）



国の政策に盛り込むことです。しかし大半の国

にとって、貧困削減に即した（pro-poor）環境の

視点を国の戦略に組み入れることは依然として難

題です。UNDPは、UNEPと協力してカンボジア、

ケニア、ニカラグア、ルワンダ、タンザニアおよび

ベトナムで環境に配慮した政策の立案を支援して

います。この「貧困と環境に関するイニシアティ

ブ（Poverty and Environment Initiative）」の

もとで、タンザニア政府に対しては環境を貧困削

減戦略の策定プロセスに盛り込む支援を行い、貧

困と環境の関わりと、国・地方政府の計画におけ

る環境指標の使用について政策当局者、非政府組

織（NGO）および地域団体のグループ間の対話を

支援しました。その結果、タンザニアの新しい貧

困削減戦略には、天然資源の管理を通して貧困軽

減、女性の地位向上や政府の説明責任を強化する

ための行動が盛り込まれています。

適正な価格でエネルギーを利用できることも貧

困の削減には重要です。ケニアでは、エネルギー

コストが高いために生産コストも高くなり、地元

や国際市場でのケニア製品の競争力に影響を与え

ています。この問題に取り組むケニアを支えるた

め、UNDPは中小企業の支援を行い、エネルギー

の効率化による生産コストの縮小に努めてきま

した。なかでも、エネルギー効率の良い製造技術

の利用について責任者や技術者に研修を行い、そ

の結果、多くの地元企業が燃料費の大幅削減に成

功しました。この取り組みによって、採算性のあ

るプロジェクトに対する融資が受けやすくなるほ

か、他の東部アフリカ諸国に大きな将来性を示す

ことになります。

UNDPは、インドにおいては、政府による天然

資源管理の強化を通じた貧困層および地域社会の

エンパワーメントと生活の改善を支援していま

す。インド政府とジャークハンド、オリッサおよ

びラジャスタンの各州政府との協力で実施されて

いるこのプロジェクトは、天然資源の管理と開発

に、貧困層（なかでも女性）を効果的な形で参加さ

せることを目的としています。プロジェクトは

およそ5,000の女性団体と17の市民社会パート

ナーとが協力し、貧しい女性たちが持続可能な

農法の開発、保護計画の実施および牧草地や荒れ

地の再生に携わることができるように支援して

います。また、こうした組織間のネットワークに

よって、女性たちは金融機関を利用できるように

なり、地方政府職員との交渉を効果的に進める

ために必要な経済力と影響力を身に付けることが

できます。
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タ イ の あ る 村 で は 、
UNCDFの援助による
ソーラー式ポンプ場が
家族の生活を助けていま
す。これによってできた
資金は、通学費、食費、
家の修繕費に充てられて
います。



持続可能なエネルギーへ
のアクセスは貧困脱出の
カギです。チリ第8州の
ティルアでは、小規模水
力発電システムが設置さ
れ、ラフケンチェ・デ・
パジャコの先住民コミュ
ニティで初めて電気が使
えるようになりました。
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今日、世界が直面する環境問題は、気候変動か

らオゾン層破壊まで地球規模の性質を持っていま

す。UNDPは、地球環境ファシリティ（GEF）の

資金を活用し、持続可能な開発を推進するための

国際協力を支援しています。GEFは、生物多様性

の損失、土地の劣化、国際水域の汚染、残留性有

機汚染物質（POPs）など、地球環境に対する深刻

な脅威に立ち向かうための行動を支援する資金メ

カニズムです。UNDPはUNEPと世界銀行ととも

にGEFの実施機関を務めています。UNDP-GEF

では途上国155カ国以上で1,750のプロジェク

トを実施しています。2005年には、これらの

プロジェクト支援のためにGEFから2億8,450万

米ドルの資金を確保し、各国政府やドナーからの

協調資金として10億2,000万米ドルを得ました。

GEFを通じて、UNDPは途上国がより効率よく

エネルギーを使用し、温室効果ガスの排出を削減

できるよう支援しています。ベトナムでは都市

人口の増加に伴って電力使用が飛躍的に増えて

おり、UNDPはホーチミン市とビンディン省クイ

ニョン市で1,500万米ドルを投じ、エネルギー効

率に優れた街路照明の使用を推進するプロジェク

トを開始しました。ベトナム科学技術アカデミー

との協力で実施されているこのプロジェクトで

は、今後5年間で310ギガワット／時のエネル

ギーの節約と、二酸化炭素133キロトンに相当

する温室効果ガスの削減が期待されています。

「地球は権力ある人々のものではありません。
私たちは自分なりの方法で京都議定書を尊重
しなくてはなりません。私たちができるささやか
なことこそ、大事なのです」

2004年ノーベル平和賞受賞者ワンガリ・マータイ



HIV／エイズは、ウイルスに感染した人はもち

ろん、その家族にまで計り知れない影響を及ぼし

ます。また社会のあらゆる部門にさまざまな波紋

を広げ、地域社会全体の仕組みまで破壊しかね

ません。教師がHIV／エイズで死亡すれば、その

生徒たちは教育を受けられなくなりますし、医師

や看護師が病気になれば、病院は患者のケアに大

変苦労することになります。そして患者が死亡

すれば、その子どもたちは自力で生活していかな

ければならず、搾取や虐待の危険にさらされやす

くなります。

HIV／エイズの危機の大きさは、開発にとって

も大きな障害です。現在、世界でHIV／エイズ

とともに生きる人々の数は4,030万人に達してい

ると推定されます。2005年には、310万人がエ

イズ関連の病気で死亡しており、そのうち50万

人以上が子どもです。特定の国（ケニア、ジンバ

ブエ、一部のカリブ海諸国）では感染率に減少が

見られるものの、全体的にはHIV感染は依然とし

て上昇傾向にあります。UNDPは信頼できる開発

パートナーとして、そして国連エイズ合同計画

（UNAIDS）の共同スポンサーとして、ウイルスの

蔓延を防ぎ、影響を抑えるために活動しています。

私たちは、途上国の貧困削減戦略の中心にHIV／

エイズを据えるよう国々を支援しているほか、

HIV／エイズへの協調的・効果的な対応を促進し、

国がHIV／エイズとともに生きる人々の権利を

守ることができるように、能力強化することも

支援しています。

HIV／エイズによる死亡者が最多であるサハラ

以南アフリカ諸国では、HIV／エイズが社会の最

も働き盛りの人々である農業経営者、医師、教師、

公務員、科学者および農業労働者の命を奪ってい

ます。UNDPが手がけた戦略「アフリカ南部能力

開発イニシアティブ（SACI）」は、公共サービス、

農業、医療、教育、民間セクターなどの主要部門に

おいて、HIV／エイズによる影響が組織に及ぼす

能力低下に対処することを目的としています。

4,200万米ドル規模のこのイニシアティブでは、

HIV／エイズの時代におけるサービスの提供とい

う特殊な課題に効果的に対応できる政策を各国政

府が立案できるように支援しています。具体的に

は、指導者としての能力・技能を強化するととも

に、組織が機能停止に陥ることなくサービスを継

続して提供できるよう支援します。また研修の機

会を増やし、長期にわたる人材戦略の基礎を築く

ことで、公的部門における技能労働者の損失に対

応できるよう国を支援します。

ボツワナでは、公共サービス管理院（Directorate

of Public Service Management）が形式主義の

廃止と報告体制の簡略化による人材管理の効率向

上に努めており、SACIはこの取り組みを支援し

ています。南アフリカのクワズルナタル州とリン

ポポ州でも、問題点を認識し、是正措置を講じる

ために同様のアプローチが取られ、その結果、医

療分野においては、カルテ管理とスケジュールの

効率化により病院での待ち時間が大幅に短縮さ

れました。レソト、マラウイ、ザンビアでは、

SACIにより政府の情報通信技術（ICT）の導入を

支援し、公共部門のサービス向上をめざして電子

ガバナンスの課題を特定しました。SACIは、

UNDPとマイクロソフト社のパートナーシップ

による「共有ソリューション・ネットワーク

（Shared Solution Network）」ポータルも活用

しています。このポータルはさまざまな主要関係

者間の知識共有を円滑にすることを目的に構築さ

れました。SACIの枠組みは、国連機関も活用可能

な能力強化の主力手段として国連地域チーム

（UN Regional Team）がすでに採用しており、
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HIV／エイズの蔓延を食い止める

UNDPはあらゆる側面からHIV／エイズ対策を支援
2005年は、指導力の育成、変化に向けた啓蒙・啓発活動、政策立案に資金が充て
られました。
（単位：百万米ドル）

$13.9

$108.9

$38.7

出典：UNDP財務部

啓蒙・啓発活動、
コミュニケーション

指導力・能力育成

政策立案・実施



アフリカのほかの国もこのイニシアティブへの

参加に関心を示しています。

アジアでは、HIV／エイズとともに生きる人々

の数が2003年の710万人から2005年には

830万人へと増加しています。そのアジアにおい

て、UNDPの代表的な能力強化プログラム「成果

をもたらすリーダーシップ（Leadership for

Results）」はHIV／エイズとの闘いに効果をもた

らしています。中国では、政府各部局間で効果的

なHIV／エイズ対策の調整を行う手段を提供し、

組織構造変革に貢献しました。このほかにも、同

プログラムではHIV／エイズについてよりオープ

ンに話せるように、広範な教育活動の実践や

HIV／エイズとともに生きる人々に対する理解の

促進も支援しています。山東省の新泰では、この

病気に対する認知度の普及、社会的に弱い立場の

人々への働きかけおよびHIV陽性者への支援に成

功しています。こうした取り組みは、HIV／エイ

ズとその感染方法に関する知識が、中国内でも

農民や移民労働者を中心にいまだ不足しているこ

とを考えれば、なおさら重要性を帯びてきます。

UNDPは中国の新興メディア産業の大手企業で

あるEPINテクノロジーズと共同プロジェクトを

実施し、国内の鉄道車内でHIV／エイズに関する

教育ビデオを見せるなど、認知度の向上に貢献し

ました。EPINテクノロジーズの開発したプラズ

マ広告を使用した同キャンペーンは、HIV／エイ

ズの基本知識および尊重と寛容の気持ちでHIV／

エイズとともに生きる人々に接する必要がある

ことを何百万人もの乗客に伝えていくことになり

ます。

HIV／エイズとの闘いの最も大きな障害は、

HIV／エイズとともに生きる人々に対する偏見と

差別です。拒絶されるのではないかという恐れか

ら、人々は医療や支援サービスの受給を躊躇する

傾向にあります。そのうえ、感染リスクのある人

が偏見を恐れて検査を躊躇し、その結果、ウイル

ス蔓延を阻止するための活動を妨げることにもな

ります。ラテンアメリカ・カリブ地域で、UNDP

は「成果をもたらすリーダーシップ」プログラム

を用い、さまざまな意識向上活動を展開しました。

例えばドミニカ共和国では、HIV／エイズ蔓延の

危険性の高い軍隊で、感染防止活動支援に重点を

置いています。私たちは軍の高官や新兵たちが

HIV／エイズとともに生きる人々への理解と寛容
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世界でHIV／エイズとともに生きる人々の数は
4,030万人と推定されます。2005年には、
310万人がエイズ関連の病気で死亡しています。
そのうちの50万人以上が子どもです。

2005年11月、UNDPはド
ミニカ共和国のHIV／エイ
ズグループのリーダー30
人に研修を行い、それぞ
れの地域に住むHIV／エイ
ズとともに生きる人々へ
の理解を深めるうえでの
能力強化を支援しました。


